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政府の取組に対する「新しい公共」推進会議からの提案（素案）についてのコメント 

 
金子座長からの「新しい公共」推進会議からの提案をお送りいただき、ありがとうござ

います。以下にて、23 年度税制要望、予算要求について、3 点コメントをお送りいたし

ます。 
 

記 
 
１．税制 （１）寄附税制見直しの早期実現： 
寄附税制の見直しは、国民が必要と考える分野に資金を配分することから、「国民による事

業仕分け」であるとの表現を入れることにより、インパクトのある提言になる。 
また、寄附金の税額控除の早期実現に向けて、「認定ＮＰＯ法人、公益社団・財団法人、学

校法人、社会福祉法人について、国税に係る４０％（地方税１０％とあわせて５０％）の

寄附金税額控除の導入を要望（所得税額の２５％を上限）」等、今までの議論を受けて、具

体的に要望を記載することを提案します。 
 
２．税制 （２）民による民の評価： 
税制優遇を受ける NPO 法人の認定に関しては、民間人からなる第三者機関による評価とす

るよりも、「PSTを見直し 3,000円以上の寄附者が 100名以上で判定できる基準を導入する」

等、客観的な要件とすることを提案します。国民の信頼を得るための情報開示や、活動の

評価のありかたは、担い手としての活動基盤整備という観点から（P3）検討をすることが

望ましい。 
 
３．予算 原則 3 透明性を確保する： 
政府の予算編成、予算執行等のプロセスを公開し、担い手による創意工夫に富んだ企画、

提案等を取り入れることができる仕組みを構築すべきである。従って、原則 3 の記述を「担

い手からの企画、提案を活かす」と変更し、文面も一部修正することを提案します。 
以上 


